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優れた冷却能力を持つ氷スラ
リーを、誰もが簡単に使えるよ
うにするための研究は続く
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の中核施設

電気をほとんど使わず廃熱から氷スラリーを生成する吸収式冷凍機の実験装置 図２　エネルギー消費構造―時刻別不可の推移 ( 電力 )―
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図１　一次エネルギー消費量（累計）
【統計値】DEEC 非住宅建築物の環境関連データベースより
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■ 廃熱と氷スラリーのマッチング
　学生時代からエネルギー問題に関心があり、未利用エネ
ルギーの有効活用を研究テーマに据えている浅岡准教授。
研究シーズの一つが「廃熱」だ。
　化石燃料の枯渇や環境への危機意識などが高まったこ
ともあって、廃熱利用はここ数十年で急速に実用化が進ん
でいる。たとえばゴミ焼却場や食品工場のように500～
800℃の高温の熱が大量に発生する場では、その廃熱は発
電機で電気に変換され有効利用される。発電後の熱（80～
200℃）が給湯や暖房に使用されることもあるが、それでも
熱の発生量と利用量のバランスがとれているケースはごく稀
で、ほとんどの熱は余って廃棄されているのが実情。熱は
電気のように広範に「配る（供給する）」ことが難しいため、
発電に使えなくなった温度の低い廃熱の用途は狭い。その
弱点を補うために、廃熱を冷たいエネルギー（冷水）に生ま
れ変わらせて、用途を「冷やす」に広げる研究も進んだ。
　もともと、機械の冷却や保冷剤などに用いられる氷スラ
リー（水・水溶液と微細氷が混ざった流動性のあるシャー
ベット状の氷）を研究していた浅岡准教授が、「廃熱を利
用して氷スラリーができれば、熱が配りやすくなり、利用
の場が広がる」と考えたのは３年前。それから、廃熱利用
の優れた技術の一つである吸収式冷凍機で氷スラリーを作
る研究がスタートした。吸収式冷凍機は、廃熱を動力源に、
吸湿剤（臭化リチウム、シリカゲルなど）が水などの冷媒
を吸収・蒸発させる作用を使ってモノが冷やせるため、電
気をほとんど使わない。
　廃熱を有効利用する研究はあった。氷スラリーの研究者
もいた。だが、廃熱と氷スラリーを結びつけた研究者はい
なかった。浅岡准教授は、廃熱で氷スラリーを生み出した
最初の人になった。

■ 要因過多で実験は常に手探り
　現在は、どうすれば氷スラリーや吸収式冷凍機が扱いや
すくなるか、コントロール方法の研究に取り組んでいる。
　まずは、水（液体）に比べて格段に流れの制御が難しい
氷スラリー（液体と固体）を、配管内で詰まらせないため
にはどうすればいいかという流動性の問題。さらに、氷ス

ラリーを作る際に水にエタノールを混ぜることで流動性を
高めることはできたが、そのために吸収式冷凍機の吸湿剤
の性質が変わってしまい、性能低下の原因になりかねない
問題。
　これらをクリアするために実験を繰り返しているわけだ
が、要素が多すぎて着眼点が見えにくいことが一番の難し
さだという。水を流す実験なら流速や圧力がポイントだと
わかるが、氷スラリーの場合はその他に水とエタノールの
配分、氷の量、形、大きさ等々、とにかく留意点が多く、
実験が失敗したときに原因が判明しにくい。
　「わからないことだらけなので、失敗することを前提に半
分くらいはヤマを張って（笑）」、粘り強く実験を繰り返し、
データを収集し、蓄積し、原因を突き止めていく過程に近
道はない。だからこそ、無数にある要素のなかで最も影響
力が大きい要因が発見できたときは、「前進したという実
感が湧くし、喜びを感じる」のだ。

■ 時代を見通した研究への期待
　浅岡准教授の研究は、空気中に廃棄されてヒートアイラ
ンド現象の一因にもなり、邪魔者扱いされている廃熱が、
電気の一部を担うような新たなエネルギーに生まれ変わる
可能性を秘めている。とはいえ、「今はまだ廃熱で氷スラリー
ができただけ、原理の正しさを証明したにすぎない。課題
は多く、他の研究者や民間企業との連携も必要で、実用
化にはまだまだ遠い」。それでも、
官民問わず各方面から支援があ
り、将来的に社会に必要とされ
ることを見通した研究が期待さ
れていることは明らか。
　少し先の未来、エネルギーの
仕組みに影響を与えるかもしれ
ない研究が地道に進んでいるこ
とを楽しみに思う人は少なくない
はずだ。

■ 建築物の省エネを進めるZ
ゼ ブ

EB 化
　建築物の省エネ対策が急速に進められている。ZEB化
のZEとは、ゼロ・エネルギー。一次エネルギー（自然界
に存在するエネルギー源。この場合は化石燃料）を使用
しないこと。実際には、一次エネルギーの年間消費量を正
味（ネット）でゼロ、または、ほぼゼロにしようというもの
で、ZEB は、ネット・ゼロ・エネルギー・ビルと呼ばれて
いる。経済産業省は2020 年までに新築の公共の建築物
で、2030 年までには新築の建築物の平均でZEB化を目
指している。ZEBは非住宅だが、住宅もZ

ゼ ッ チ

EH という同様
の方針で進められている。
　「省エネには３つの方法があります。第一にパッシブ手法。
壁、天井、窓の断熱をよくして、冬は熱が外へ逃げにくく、
夏は外の熱を取得しにくくする。第二にアクティブ手法。効
率の良い設備を使うこと。第三に再生可能エネルギーを使
うこと」と浅野教授。
　再生可能エネルギーとは太陽光、風力などの自然エネル
ギーだが、教授は、効率良くエネルギーを創り出す燃料電
池の活用を推進してきた。
　燃料電池は、都市ガスや LPGなどのガスから水素を取
り出し、空気中の酸素と結合して水と電気を作り有害な
ものは排出しない。発電所の電力は、発電や送電のロス
からエネルギー効率が３５％程度だが、燃料電池は使う場
所で発電し、熱も利用でき、総合的なエネルギー効率は
９０％以上が可能だ。

■ 国際科学イノベーションセンター設置の
　 燃料電池を性能評価
　現在、個々に仕様が大き
く異なるビルのZEB 化は容
易ではなく、なかなか実現で
きていない。そんななかで
2015 年 6月竣工した国際科
学イノベーションセンター（地
上７階・地下１階、延床面積10,246㎡）では、燃料電池
（100kWリン酸型燃料電池CGS）も使った可能な限りの
省エネと創エネが試みられている。教授はこれらのエネル

ギーの消費構造を明らかにし、燃料電池の性能を評価した。
　結果を端的に示したのが図１と図２のグラフになる。
　図１のAの統計値を基準値とし、建築と設備による省エ
ネで基準より25％削減し（B）、さらに創エネとして太陽光
発電と燃料電池で発電したものを加味すると、基準値から
52％削減に成功している（C）。その構造を見ると（図２）
燃料電池の安定した出力が確保されていることがわかる。
　「今回は50％程度の削減目標と、設計、運用をほぼ一
致させることができました」と教授。
　すでに住宅用の燃料電池は普及し始めているが、同程度
の規模のビルでは、これまでほとんど使用されていなかっ
た。現状の52％削減はトップレベルの成績で、燃料電池
普及への今後の展開に期待が高まっている。
　ちなみにこれらの結果はセンターに設置されたBEMS
（ビル用エネルギー管理システム）のデータからまとめら
れたもの。毎分の各設備の電力量、流量、温湿度などを
計測した膨大な数値から、その関係性を見つけ、診断して
いる。このような技能を持つ研究者や技術者は、日本で
はまだまだ少なく、建物全体の省エネ、創エネの詳細を
把握し、設計、評価できる人はごく限られている。

■ 省エネ推進を目指して
　住宅、非住宅問わず、建築物の環境設備に取り組んでき
た教授のもとには、省エネ化をどのように進めたらよいか
と多くの工務店から相談が寄せられているという。教授は
「ビル使用者の事業継続を踏まえながら、建物全体を省エ
ネという観点から設計して運用し、ZEB化を実現していく
ためには、個々に相談できる省エネセンターが必要」と感
じている。教授は中小の工務店にまでノウハウを含めた様々
な情報が行き渡り、省エネが加速することを願っている。


